
2024年度（2025年3月31日現在）貸借対照表 

  (単位：百万円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 ) 

現 金 及 び 預 貯 金 12,242 保 険 契 約 準 備 金 100,937 

預 貯 金 12,242 支 払 備 金 1,913 

買 入 金 銭 債 権 302 責 任 準 備 金 91,383 

有 価 証 券 113,593 契 約 者 配 当 準 備 金 7,639 

国 債 15,437 代 理 店 借 57 

社 債 10,603 再 保 険 借 2,801 

外 国 証 券 29,898 そ の 他 負 債 10,737 

そ の 他 の 証 券 57,653 債券貸借取引受入担保金 9,686 

貸 付 金 168 未 払 法 人 税 等 42 

保 険 約 款 貸 付 168 未 払 金 169 

有 形 固 定 資 産 181 未 払 費 用 559 

建 物 39 預 り 金 10 

その他の有形固定資産 142 金 融 派 生 商 品 214 

無 形 固 定 資 産 1,899 資 産 除 去 債 務 54 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,899 仮 受 金 1 

代 理 店 貸 0 価 格 変 動 準 備 金 1,028 

再 保 険 貸 5,930 負 債 の 部 合 計 115,563 

そ の 他 資 産 2,003 ( 純 資 産 の 部 ) 

未 収 金 1,091 資 本 金 15,000 

前 払 費 用 251 資 本 剰 余 金 7,964 

未 収 収 益 287 資 本 準 備 金 3,000 

預 託 金 159 そ の 他 資 本 剰 余 金 4,964 

金融商品等差入担保金 205 利 益 剰 余 金 1,197 

仮 払 金 0 利 益 準 備 金 62 

そ の 他 の 資 産 8 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,135 

繰 延 税 金 資 産 69  繰 越 利 益 剰 余 金 1,135 

貸 倒 引 当 金 △0 株 主 資 本 合 計 24,161 

その他有価証券評価差額金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

△3,334

△3,334

純 資 産 の 部 合 計 20,827 

資 産 の 部 合 計 136,390 負債及び純資産の部合計 136,390 



 

貸借対照表 注記事項 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む。）の評価は、売買目的

有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法(定額法)、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券については、

移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については、3月末日の市場価格等に基づく時価

法(売却原価の算定は移動平均法、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む。）に

ついては移動平均法による償却原価法（定額法）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に

よる原価法)によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

（２）責任準備金対応債券のリスクの管理方針の概要は、次のとおりであります。 

個人保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応

じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金

対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」に基づき、責任準備金対応債券に区分しており

ます。 

小区分における責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定幅の中で

マッチングさせる運用方針を取っております。 

 

（３）デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（４）有形固定資産の減価償却の方法は、2016年4月1日以降に取得した建物付属設備については定額法、そ

の他の有形固定資産については定率法によっております。 

なお、有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却を行っ

ております。      

 

（５）外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

 

（６）貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破産、

民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に対する

債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という。）に対する債権については、

債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま

す。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（以下「破綻懸念先」という。）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を

計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒

実績率等を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 

（７）価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

（８）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、事業費等の費用は税込方

式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上

のうえ5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては発生した年度に費用処理しております。 

 

（９）ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に従い、外貨建その他有

価証券に対する為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジを行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっており

ます。 

 

（１０）当期末において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来における

債務の履行に備えるため、保険業法第116条第1項に基づき、保険料及び責任準備金の算出方法書（保険



 

業法第4条第2項第4号）に記載された方法に従って計算し、責任準備金を積み立てております。 

責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。 

①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成8年大蔵省告示第48号） 

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

また、第三分野保険の保険料積立金については、平成10年大蔵省告示第231号に定めるストレステスト

及び平成12年金融監督庁・大蔵省告示第22号に定める負債十分性テストによる積増し額856百万円を含

めております。 

なお、責任準備金の一部については、保険業法第121条第１項及び保険業法施行規則第80条に基づき、

毎決算期において責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認しておりま

す。 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第116条及び保険業法施行規則第69条第1項第3号に基

づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立

てております。 

 

（１１）既発生未報告支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事由

が既に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診断さ

れ、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等に入

院給付金等を支払う特別取扱を2023年5月8日以降終了したことにより、平成10年大蔵省告示第234号（以

下「IBNR告示」という。）第1条第1項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出することができないこ

とから、IBNR告示第1条第1項ただし書の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しておりま

す。 

 

（計算方法の概要） 

IBNR告示第1条第1項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の

支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR告示第1条第1項本則と同様の方法により算出

しております。 

 

（１２）無形固定資産に計上される自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間（5年）に基

づく定額法によっております。 

 

２．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社では、生命保険契約の引受を行うことにより保険契約者から保険料として収受した金銭等を、有価

証券を中心とした金融商品に投資し、資産運用を行っております。 

生命保険契約の負債特性を踏まえ、長期にわたって安定的に収益確保することを目的に、公社債等の確

定利付債券中心のポートフォリオを構築することを基本方針としています。また、経営の健全性を十分

考慮し、許容できるリスクの範囲内でその他の証券や外国証券に投資するなど収益の向上を図っており

ます。 

 

（２）金融商品の内容及びリスク 

当社が保有する金融資産は有価証券が多くを占め、主に国内外の債券及び投資信託を、満期保有目的、

責任準備金対応目的、その他の目的で保有しております。これらはそれぞれ発行体の信用リスク、金利

の変動リスクに晒されている他、外貨建のものは為替の変動リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は為替リスクをヘッジする目的で行っており、主に外貨建の外国証券を対象とするヘ

ッジ会計を適用しております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

当社では、資産運用リスク管理基準を定め、これらに基づいて金融商品に係る取引を管理しております。

金融商品に係る日常のリスク管理は取引の執行部門が所管し、取り扱う金融商品の個別リスクの把握、

評価、コントロール及びモニタリングを行い、その状況を資産運用会議に報告しております。また、リ

スク管理部門は、その状況が基準に定められた要求を満たしているかモニタリングを行い、その結果を

リスク管理委員会に報告しております。リスク管理委員会は、資産運用リスクを含む全社的なリスク管

理状況の確認や審議のために開催され、取締役会等に必要な報告を行う体制となっております。 

① 信用リスクの管理 

当社では、資産運用リスク管理基準において信用リスクに関する管理方法を定めております。保有



 

する有価証券の発行体及び預金預入銀行の信用リスクに関しては、信用状況及び投資残高を定期的

に把握しております。 

② 市場リスク管理 

(ⅰ) 金利リスクの管理 

当社では、金利変動に対する資産・負債の時価変動リスクを減殺するために、特定の保険契約

群に対応して責任準備金対応債券を設定し、債券のデュレーション(金利変動に対する債券価

格変動の程度)と対応する保険契約群における責任準備金のデュレーションを一定の範囲でマ

ッチングさせることとしております。 

また、その他有価証券の金利変動リスクに対し、金利変動の諸指標の影響の程度を計測してモ

ニタリングを行っております。 

(ⅱ) 為替リスクの管理 

為替リスクの管理に関しては、市場感応度分析等によりモニタリングを行っております。 

(ⅲ) 価格変動リスクの管理 

価格変動リスクの管理に関しては、バリュー・アット・リスク(ＶａＲ)、市場感応度分析、ス

トレステスト等によりリスク量を計測しモニタリングを行っております。 

(ⅳ) デリバティブ取引 

当社では、デリバティブ取引について、ヘッジ目的のみに利用を限定し、為替リスクに対して

の為替予約を利用しております。 

 

３．金融商品の時価等に関する事項 

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、含めておりません。また、現金は注記を省略しており、

預貯金は主に満期までの期間が短いもの及び満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していること

から、注記を省略しております。加えて、買入金銭債権に含まれるコマーシャル・ペーパー、債券貸借取

引受入担保金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。 

(単位：百万円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

買入金銭債権  

 

  

その他有価証券 302 302 － 

有価証券    

売買目的有価証券 23,674 23,674 － 

満期保有目的債券 6,726 6,534 △191 

責任準備金対応債券 14,501 12,344 △2,157 

その他有価証券(*1) 53,042 53,042 － 

貸付金       

保険約款貸付 168     

貸倒引当金(*2) △0     

  計 168 168 － 

デリバティブ取引(*3)       

 ヘッジ会計が適用されていないもの (11) (11) － 

 ヘッジ会計が適用されているもの (203) (203) － 

(*1)「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時

価算定適用指針」という。）第24-9項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託を含め

ております。 

(*2)貸付金に対する貸倒引当金を控除しております。 

(*3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る場合は、()で示しております。 

 



 

（注）当期末における市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額は次のとおりでありま

す。 

(単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 － 

組合出資金等 15,648 

計 15,648 

 

４．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベ

ルに分類しております。 

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価 

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

(単位：百万円) 

 レベル1 レベル2 レベル3 合計 

買入金銭債権     

その他有価証券 － － 302 302 

有価証券     

売買目的有価証券     

 外国証券     

    外国その他の証券 － 4,894 － 4,894 

その他の証券 － 18,780 － 18,780 

その他有価証券(*1)     

公社債     

社債 － 4,716 1,496 6,212 

外国証券     

外国公社債 － 6,116 2,493 8,610 

外国その他の証券 － 734 － 734 

その他の証券 － 20,206 － 20,206 

資産計 － 55,448 4,292 59,740 

デリバティブ取引(*2)     

通貨関連取引 － (214) － (214) 

デリバティブ取引計 － (214) － (214) 

(*1)時価算定適用指針第24-9項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託を除いており

ます。 

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

場合は、()で示しております。 

 



 

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

(単位：百万円) 

 レベル1 レベル2 レベル3 合計 

有価証券     

満期保有目的債券     

公社債     

 国債 3,574 － － 3,574 

社債 － 573 1,498 2,071 

外国証券     

外国公社債 － 888 － 888 

責任準備金対応債券     

公社債     

国債 9,600 － － 9,600 

社債 － 2,251 － 2,251 

外国証券     

外国公社債 － 492 － 492 

貸付金 － － 168 168 

資産計 13,175 4,205 1,666 19,047 

 

（３）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

① 買入金銭債権 

取引金融機関又はブローカー等から提示された価格（市場価格に準ずるものとして合理的に算定された

価額）をもって時価としており、当該価格に使用されたインプットに基づき、レベル2又はレベル3に分

類しております。 

② 有価証券 

株式については、取引所の価格をもって時価としており、レベル 1 に分類しております。市場価格のあ

る債券については、市場価格又は市場価格を基に算定された価額をもって時価としており、国債はレベ

ル 1、それ以外はレベル 2 の時価に分類しております。市場価格のない私募債については、元利金等の

合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて算定した価額をもって時価としてお

り、当該割引率が観察不能であることからレベル 3 の時価に分類しております。投資信託については、

取引金融機関等から入手した基準価額等をもって時価としており、レベル 2の時価に分類しております。 

③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返

済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を

時価としており、レベル3の時価に分類しております。 

④ デリバティブ取引 

外国為替予約は、先物為替相場を基に算定された価額によっており、レベル2に分類しております。 

 

（４）投資信託財産が不動産である投資信託に関する情報 

時価算定適用指針第 24-9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託の貸借対照表計

上額は 17,277 百万円であり、期首残高から期末残高への調整表は次のとおりであります。なお、当期の

損益に認識した評価損益はありません。 

                                 (単位：百万円) 

 有価証券 

 その他有価証券 

期首残高 16,165 

当期の損益又は評価・換算差額等   

損益に計上(*) 38 

その他有価証券評価差額金に計上 171 

売却、購入、発行及び決済の純額 901 

期末残高 17,277 

(*)損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。



 

（５）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル3の時価に関する情報 

① 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

区分 評価技法 重要な観察出来ない 

インプット 

インプットの範囲 

有価証券 

その他有価証券 

 

割引現在価値法 

 

割引率 

 

2.6％～5.4％ 

 

② 期首残高から期末残高への調整表は次のとおりであります。なお、当期の損益に認識した評価損益は

ありません。 

（単位：百万円） 

 買入金銭債権 有価証券 合計 

 その他有価証券 その他有価証券  

期首残高 508 8,898 9,406 

当期の損益又は評価・換算差額等       

損益に計上(*) － － － 

その他有価証券評価差額金に計上 3 △7 △4 

売却、購入、発行及び決済の純額 △209 △4,900 △5,109 

期末残高 302 3,990 4,292 

(*)損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。 

 

③ 時価の評価プロセスの説明 

当社は資産運用部門において、時価の算定に関する方針及び手続を定め、それに沿って時価を算定して

おります。また、算定された時価については、資産運用部門から独立した部門において、時価の算定に

用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。 

時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用

いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技

法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証し

ております。 

④ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

割引率 

割引率は、TORFやスワップ・レートなどの基準市場金利に対する調整率であり、主に信用リスクから

生じる金融商品のキャッシュ・フローの不確実性に対し市場参加者が必要とする報酬額であるリス

ク・プレミアムから構成されます。一般に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上

昇）を生じさせます。 

 

５．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、11,016百万円であります。 

 

６．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権は0百万円であります。なお、危険債権、三月以上延

滞債権並びに貸付条件緩和債権はありません。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の

事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

 

７．有形固定資産の減価償却累計額は165百万円であります。 

 

８．保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は25,019百万円であります。なお、負債の額も同額であ

ります。 

 

９．関係会社に対する金銭債権の総額は161百万円、金銭債務の総額は103百万円であります。 

 

１０．繰延税金資産の総額は3,220百万円、繰延税金負債の総額は336百万円であります。繰延税金資産のう

ち評価性引当額として控除した金額は2,814百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、

保険契約準備金1,747百万円、その他有価証券評価差額金964百万円であります。繰延税金負債の発生の主

な原因別内訳は、組合出資金332百万円であります。 

当期における法定実効税率は28％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の

差異の主な内訳は、評価性引当額の増減△11.6％であります。 



 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）の成立に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に適用される法定実効税率28％は、回収又は支払が見込まれる期間が2026年4月1日以降のものに

ついては28.93％に変更になりました。この変更により、当期末における繰延税金資産は7百万円減少して

おります。また、法人税等調整額は7百万円増加しております。 

 

１１．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高       6,087百万円 

当期契約者配当金支払額  5,683百万円 

契約者配当準備金繰入額  7,235百万円 

当期末現在高       7,639百万円 

 

１２．保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に

相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は864百万円であり、支払備金から控除してお

ります。 

また、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」

という。）の金額は9,850百万円であり、責任準備金から控除しております。 

 

１３．責任準備金には、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備金1,055百万円を含んでおり

ます。 

 

１４．1株当たりの純資産額は、14,072円63銭であります。 

 

１５．平成8年大蔵省告示第50号第1条第5項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の当期末残高は

2,620百万円であります。 

 

１６．当社は、従業員の退職給付に充てるため確定拠出年金制度を設けており、要拠出額は28百万円であり

ます。 

 

１７．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 



 
 

2024年度 ( 
2024年 4月 1日から 

2025年 3月31日まで 
) 損益計算書 

（単位：百万円） 

科   目 金  額 

経  常  収  益 44,383  

保 険 料 等 収 入 41,080  

保 険 料 28,328  

再 保 険 収 入 12,752  

資 産 運 用 収 益 2,659  

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 2,444  

預 貯 金 利 息 97  

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 2,319  

貸 付 金 利 息 4  

そ の 他 利 息 配 当 金 22  

有 価 証 券 売 却 益 54  

為 替 差 益 8  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0  

そ の 他 運 用 収 益 1  

特 別 勘 定 資 産 運 用 益 148  

そ の 他 経 常 収 益 644   

責 任 準 備 金 戻 入 額 621  

そ の 他 の 経 常 収 益 22  

経 常 費 用 36,390  

保 険 金 等 支 払 金 28,013  

保 険 金 8,683  

年 金 713  

給 付 金 1,511  

解 約 返 戻 金 2,667  

そ の 他 返 戻 金 1,320  

再 保 険 料 13,116  

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 243  

支 払 備 金 繰 入 額 

 

243  

資 産 運 用 費 用 1,371  

支 払 利 息 23  

有 価 証 券 売 却 損 440  

金 融 派 生 商 品 費 用 

 

692  

そ の 他 運 用 費 用 214  

事 業 費 6,006  

そ の 他 経 常 費 用 754  

税 金 126  

減 価 償 却 費 627  

そ の 他 の 経 常 費 用 0  

経 常 利 益 7,993   

特 別 損 失 96  

固 定 資 産 等 処 分 損 0  

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 96  

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額 7,235  

税 引 前 当 期 純 利 益 661  

法 人 税 及 び 住 民 税 226  

法 人 税 等 調 整 額 △ 98  

法 人 税 等 合 計 127  

当 期 純 利 益 533  

 

 



 

損益計算書 注記事項 

１．重要な会計方針 

（１）保険料等収入は、次のとおり計上しております。 

保険料のうち初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、

当該収納した金額により計上しております。 

また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上しております。 

なお、収納した保険料のうち、当期末において未経過となっている期間に対応する部分については、保

険業法第116条及び保険業法施行規則第69条第1項第2号に基づき、責任準備金に積み立てております。 

再保険収入は、再保険協約に基づく受取事由が当期に発生したものについて、これに定める金額により

計上しております。 

 

（２）保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、これに定める金額を支

払った契約について、当該支払金額により計上しております。 

なお、保険業法第 117条及び保険業法施行規則第 72条に基づき、当期末において支払義務が発生したも

の、または未だ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められるもののうち、

それぞれ保険金等支払金として計上していないものについて、支払備金を積み立てております。 

再保険料は、再保険協約に基づく支払事由が当期に発生したものについて、これに定める金額により計

上しております。 

 

２．関係会社との取引による費用の総額は533百万円であります。 

 

３．有価証券売却益の内訳は、国債等債券0百万円、株式等54百万円であります。 

 

４．有価証券売却損の内訳は、国債等債券439百万円、外国証券1百万円であります。 

 

５．支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は491百万円、責任準備金戻入額の計

算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は1,676百万円であります。 

 

６．金融派生商品費用には評価損が1,122百万円含まれております。 

 

７．1株当たりの当期純利益は360円29銭であります。算定上の基礎である当期純利益及び普通株式に係る当

期純利益はともに533百万円、普通株式の期中平均株式数は1,480千株であります。 

 

８．再保険収入には、平成8年大蔵省告示第50号第1条第5項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の

増加額が4,767百万円含まれております。 

このうち団体信用生命保険に関する修正共同保険式再保険に係る再保険収入の内訳は、契約者配当準備金

調整額1,234百万円、再保険金983百万円、その他538百万円であります。 

 

９．再保険料には、平成8年大蔵省告示第50号第1条第5項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の減

少額が3,643百万円含まれております。 

 

１０．関連当事者との取引は次のとおりであります。 

属性 会社等の名称 議決権の 

所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 

科目 期末残高 

(百万円) 

親会社の

子会社 

SBI FinTech Solutions 

株式会社 

― 社債の引受 利息の受取 25 社債 

未収収益 

1,500 

6 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

社債利率については、市場金利等を勘案し協議の上で決定しております。 

 

１１．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 


	20250521_第5回経営会議資料

